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はじめに
　2008 年 4 月から，大学設置基準の一部改正によって，これまで努力義
務であった FD（ファカルティ・ディベロップメント）が，すべての大学
が実施すべきこととして規定された。いわゆる「FD の義務化」である。
FD の定義については多様な解釈がなされてきたが，中央教育審議会答申
「学士課程教育の構築に向けて」（2008 年 12 月 24 日）では，FD を「単な
る授業改善のための研究」と狭く理解するのではなく，「教員団の職能開
発と幅広く捉えていくこと」であると明記された。これにより，「FD の
実質化」に向けて，教員個人の努力にとどまらず，いかにして大学が FD
に組織的に取り組むか，が改めて問われることになった。
　短期大学においても，FD の義務化は，短期大学設置基準（第 11 条の 3）
の一部改正によって規定されている。前述した「学士課程教育の構築に向
けて」では，短期大学固有の問題に関する提言はないと断りつつも，「学
位の質保証をめぐる課題は共通するものであり，短期大学の課程につい
て，その特性等を踏まえつつ，本報告を活用して当該大学での主体的な取
り組みに生かしていくことを望みたい」として，同様の方針を採用するよ
う求めている。
　周知のように，FD が推進された背景には，研究偏重・教育軽視の傾向
にあった日本の大学が，高等教育のユニバーサル化に伴って進学してきた
多様な学力層の学生に対応するため，教育活動を重視する必要に迫られた
ことがある。さらに，国際化の進展によって国際通用性を備えた大学教育
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の質保証が求められたこと，少子化によって大学間競争が加熱し社会に対
する説明責任（アカウンタビリティ）が問われたことなどにより，義務化
への圧力が強まった1）。
　FD 活動の具体的な方法については，これまで多くの研究が蓄積されて
きた。たとえば，啓蒙型 FD と相互研修型 FD を類型化した田中毎実2），
国立大学 13 校を対象にして類型化を行い専門家モデルと同僚モデルを提
起した田口真奈3），全国の 11 大学の FD プログラムを分類・体系化して
FD マップを開発した佐藤浩章4）などにより，FD の方法論が構築されつ
つある。個別大学の状況は，『IDE』『大学と学生』『カレッジマネジメン
ト』などの雑誌や各種の報告書および紀要によってうかがえる5）。また，
FD ネットワーク中四国，FD ネットワーク“つばさ”，関西地区 FD 連絡
協議会，FD・SD コンソーシアム名古屋が設立されたように，地区別の
ネットワーク化が徐々にすすみ，海外の事情も含めて大学間で情報が共有
され，FD のノウハウを凝縮した書籍も刊行されている6）。
　しかしながら，確かに，国公立大学や私立大学（4 年制）では，FD セ
ンターの設置やネットワーク化，専門的人材であるファカルティ・デベロッ
パーの養成・配置などがすすんでいるものの，短期大学の場合，こうした
組織的活動を行うための人的・物的リソースが十分ではない。とりわけ，
私立短期大学の場合，2009 年度には，入学定員充足率が 100％未満の学校
数は 356 校中 246 校で全体の 69.1％となり，前年度の 67.2％から 1.9 ポイ
ント上昇したという厳しい経営環境にある7）。そのため，上述したような
FD の方法論をそのまま移入することは困難である。FD 研究についても，
4 年制大学の事例紹介が中心であり，短期大学に焦点をあてた論稿は，ご
くわずかにすぎない8）。
　そこで，本稿では，短期大学が今後どのような FD を実施していくべき
かを模索するために，短期大学の FD の現状と課題を整理したうえで，本
学（南山短期大学）のボトムアップ型 FD の取り組みを振り返ることにし
たい。具体的には，まず，短期大学における FD の実施状況や問題点を把
握するために，関西地区 FD 連絡協議会による調査報告書，短期大学基準
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協会評価結果報告書，他大学の取り組み事例を分析する。次に，本学の
FD 活動の経緯を踏まえて，2008 年度に実施された FD の試みを検討する。
PDCA サイクルという評価・改善の枠組みに従って分析することで，その
成果と課題を検証することがねらいである。最後に，「FD の実質化」に
向けて，本学がすすむべき方向性を探るために，今後の FD 活動の目標と
指針をまとめる。
１．短期大学における FDの現状と課題
⑴　FDの実施状況とその課題
　FD の実施状況に関する調査は，文部科学省によって度々行われてき
た9）。ただし，短期大学に焦点を当てた統計がないため，実態が十分に明
らかにされていない。これに対し，2007 年 6 月から 7 月に関西地区 209
大学（138 大学・71 短期大学）を対象に行われた「FD に関する実態とニー
ズ調査」では，機関種別の分析が行われていることから，短期大学の動向
の一端をうかがうことができる。本調査は，関西地区 FD 連絡協議会（以
下，関西 FD）の設立準備にさいして行われたもので，85 大学・34 短期
大学（回収率 56.0％）から回答が寄せられた10）。以下では，本調査の統計
をもとに，実態とニーズを明らかにする。
　まず，FD の実態として，FD の実施体制は，大学・短期大学ともに
全学的 FD 委員会を設置しているところが最も多い。ただし，大学では
39.5％が「FD 関連のセンター」を設置しているのに対し，短期大学では
9.1％に留まっている。FD の取り組み内容については，10 項目の質問項
目が設定されており，表 1 は，そのうち全学的な取り組みの実施率を抜
き出したものである。表 1から，授業アンケートの実施と結果のフィード
バックの項目を除くと，ほとんどの項目で，短期大学での実施率が低いこ
とがわかる。とくに，短期大学で実施率が低いのは，「外部講師を招く」
「FD 関連の集会等に派遣・出席させる」「教育業績良好な教員に報償・顕
彰を与える」「教育改善の取り組みを財政的に支援する」「授業公開を行う」
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という項目である。すなわち，その多くは，財政的支援が必要な内容とい
える。
　FD の参加度は，表 2 のように，「教員のほとんどが積極的に参加して
いる」が，大学では 10.3％であるのに対し，短期大学では 24.3％となって
いるように，短期大学の参加度が高い。ただし，短期大学の場合，「ほと
表 1　全学的 FD の取り組み内容
FD の内容 大学（82 校）
短期大学
（33 校）
外部講師を招いて講演会を開催する 74.4％ 45.5％
外部講師を招いて教授法等の研修会を開催する 30.5％ 9.1％
教員を FD 関連の集会等に派遣・出席させる 57.3％ 45.5％
自分たちだけで FD の勉強会や研修会を開く 13.4％ 12.1％
授業アンケート（授業評価）をおこなう 90.2％ 97.0％
授業アンケート（授業評価）の結果を教員にフィードバックする 87.8％ 93.9％
授業アンケート（授業評価）の結果を学生に公表する 50.0％ 42.4％
教育業績有効な教員へは報償や顕彰を与える 12.2％ 3.0％
教員の教育改革への取り組みを財政的に支援する 19.5％ 9.1％
授業公開を行う 31.7％ 21.2％
「FD に関する実態とニーズ調査」p. 23 より作成
表 2　FD の参加度
FD の参加度 大学（78 校）
短期大学
（33 校）
教員のほとんどが積極的に参加している 10.3％ 24.2％
教員の多くは協力的に参加しているが，一部の教員は消極的 43.6％ 33.3％
一部の熱心な教員が積極的で，多くの教員は消極的 30.8％ 24.2％
委員会などの教員のみが協力的で，多くの教員は消極的 12.8％ 12.1％
ほとんどの教員が非協力的 1.3％ 0.0％
FD を行っていない 1.3％ 6.1％
「FD に関する実態とニーズ調査」p. 25 より作成
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んどの教員が非協力的」が 0％であるいっぽうで，「FD を行っていない」
が 6.1％となっているように，協力する意欲はあるものの，組織として取
り組む体制づくりが十分でないことがうかがえる。
　次に，FD のニーズについて，「どのような支援が必要か」という問に
対して，4 段階評定で回答した値を平均値降順でソートし，上位 10 項目
を抜き出したのが表 3 である。大学と比べて短期大学のニーズが大きいの
は，「FD に関する意識啓発や概説のための講演会」「授業公開のノウハウ」
「FD に関する定期的な連絡会や情報交換会」「中堅教員のための研修」「FD
に関わる情報共有や連携活動を支援する地域の大学ネットワーク」である。
すなわち，短期大学では，学内で FD に対する理解を深めること自体が課
題であり，意識啓発のための情報提供や，授業公開の具体的なノウハウが
求められているといえよう。
　表 4 は，「大学教育を改善するためにどのようなことが必要か」という
問に対する回答について，表 3 と同様に，上位 10 項目を抜き出したもの
である。表 4 によると，短期大学の教育改善に最も必要とされるのは，「学
表 3　FD の支援ニーズ（「とても必要⇔必要でない」の 4 段階評定による機
関別平均値）
FD の支援が必要な内容 全校平均 大学
短期
大学
授業アンケートの活用に関するノウハウ 3.39 3.44 3.24
大学評価や教員評価に関する研修 3.35 3.36 3.34
事務職員の研修 3.35 3.38 3.30
初任者研修 3.31 3.35 3.21
具体的な教育技術や教育改善法に関するワークショップ 3.27 3.29 3.23
FD に関する意識啓発や概説のための講演会 3.21 3.14 3.39
授業公開のノウハウ 3.21 3.19 3.25
FD に関する定期的な連絡会や情報交換会 3.19 3.16 3.27
中堅教員のための研修 3.17 3.16 3.19
FD に関わる情報共有や連携活動を支援する地域の大学
ネットワーク 3.11 3.08 3.19
「FD に関する実態とニーズ調査」p. 29 より作成
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生の基礎学力を向上させる補償教育」であるように，基礎学力低下が最重
要課題と認識されている。大学と比べると，「教員の教育活動に関わる自
律性」や「連携・情報の確保」が課題となっているように，やはり，情報
の欠落が教育改善を阻む障壁となっていることがうかがえる。
　以上の分析から，短期大学の場合，基礎学力低下という危機意識によっ
て，教育改善の必要性を強く感じているため，各教員が FD に協力する意
欲は高いといえる。ただし，情報や専門的人材が欠落しているうえ，財政
的支援が不足しているために，中堅教員ですら，どのように着手したらよ
いのかわからない状況にあることがうかがえる。大塚雄作は，こうした結
果をまとめ，「規模が小さいほうが大学としてまとまりやすいが，FD 推
進のための資源も持ちにくいという両極のあることが窺われる」11）と指摘
している。
表 4　教育改善に必要な項目（「とても必要⇔必要でない」の 4 段階評定に
よる機関別平均値）
大学教育の改善に必要とされる項目 全校平均 大学 短期大学
学生の自学に向かわせる仕組みづくり 3.64 3.63 3.66
学生の動機付けを高めるための学生支援 3.59 3.61 3.55
教員の十分な時間的余裕 3.52 3.54 3.45
教育改善に関する教員の研修 3.51 3.53 3.47
初年次教育 3.50 3.56 3.38
学生の基礎学力を向上させる補償教育 3.48 3.39 3.69
教育改善のための十分な予算 3.45 3.46 3.44
教員の教育活動に関わる自律性の確保 3.39 3.35 3.47
教員の教育活動に関わる連携・交流の場の提供 3.32 3.28 3.44
厳格な成績評価 3.23 3.25 3.19
「FD に関する実態とニーズ調査」p. 29 より作成
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⑵　短期大学基準協会評価結果報告書の分析
　個々の大学における FD の実施内容はきわめて多様であるが，ここでは，
実施状況と FD に対する評価の観点を概観するために，短期大学基準協会
評価結果報告書をとりあげる。周知のように，短期大学基準協会は，2005
年度から第三者評価を開始し，2007 年度までに 125 校に適格認定証を交
付した。2005 年度評価結果報告書は，「1．機関別評価結果」「2．機関別
評価結果の事由」「3．優れている点及び向上・充実のための課題」で構
成されていたが，2006 年度以降は，「機関別評価結果の事由」として「1．
総評」「2．三つの意見」「3．領域別評価結果」が示されるようになった。
表 5では，報告書で FD に言及している箇所12）に注目し，「優れている（優
れている点として言及されている）」「肯定的（総評，領域別評価結果で肯
定的に言及している）」「言及なし」「否定的（向上・充実のための課題，
改善を要する事項で否定的に言及している）」の 4つにわけ，年度ごとに，
それぞれの評価に該当する学校数を示した。表 6―1/2 は，「優れている」
と評価されている 17 校，および，「否定的」に言及されている 10 校につ
いて，それぞれの理由を示した。
　表 6―1/2 を通覧すると，評価の観点として，以下の三点が重視されてい
ることがうかがえる。
　第一は，組織的・全学的な取り組みが継続的に行われているか，という
点である。たとえば，「優れている点」として共通している文言は，「組織的」
「全学的」「全教職員が一体となって」「全教員が関わり」という表現である。
　表 5　FD の実施状況に対する評価
評価年度 優れている 肯定的 言及なし 否定的 合計
2005 年度 6 9 13 2 30
2006 年度 4 20 18 2 44
2007 年度 7 17 21 6 51
合計 17 46 52 10 125
短期大学基準協会『平成 17 年度 /18 年度 /19 年度第三者評価結果報告書』より作成
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表 6―1　「優れている点」として指摘されている内容
2005 年度
・年 2 回の学生による授業評価や組織的な FD 活動が行われており，
授業改善への全学的な意欲が高い。
・授業方法の plan，do，check，action 機能を備えたウェッブサイト上
のシラバスは学生にとって，わかりやすく，また利便性がある。「FD
メールマガジン」による活動報告及び教育改善に関する情報を全学
的に共有できることは，教育レベルの向上に効果があると考えられ
る。
・兼任を含む教員からカリキュラム検討の企画を募集して改善を図り，
また FD 委員会通信を発行し，FD 活動をスムーズに展開している。
・教育課程の改善や FD 研修会等を行い，その報告書をまとめ，学生
のニーズに応えようとしている。
・自己点検・評価の結果と FD 研修を結びつける努力が見られる。
・FD 推進委員会による学科での授業研究会，教育カンファレンス，教
員の相互授業参観，学生による授業評価アンケート等の活動には全
教員が関わり，定期的に実施されている。教育の実績や効果を確認
するための卒業生アンケートや卒業生の就職先企業からのアンケー
トを実施するなと卒業後評価への取り組みもみられる。2003 年に「日
本一の短期大学をめざす全学的 FD の取り組み」の名称で特色 GP に
採択。
2006 年度
・毎年，公開授業月間を設け，授業公開を実施し，終了後，検討会を
開催するなど，組織的な FD 活動がなされている。
・FD・SD や教員間の交流による授業改善が行われている。
・授業評価や学生満足度調査などの調査結果は，積極的に FD 活動に
も利用され，結果や問題意識の共有がはかられている。3 年に一度の
授業参観など FD・SD 委員会は活発に活動している。更に授業改善
に対する積極的な取り組みに優れた点を見出せる。
・紀要や「教育と研究」の発刊に加え，公開授業の実施による教育方
法改善策の検討が行われ，研究環境が整備されている。
2007 年度
・授業改善（FD 活動など）への取り組みが活発である。2004 年度に
は県内大学・短期大学で組織されている「地域ネットワーク FD“樹
氷”の当番校として第一回目が実施され，2005 年度までは FD 推進
委員会が担当し，2006 年度には「教育開発研究センター」が設立され，
FD に関する業務をすべて執り行うことになっている。現代 GP への
参加は，当該短期大学独自の FD に結びつき，「ティーチング・ティッ
プス」の取り組みに結実している。
・FD・SD の活動をそれぞれにおいて実施するとともに，あわせて全
教職員一体となった統合研修会を実施している。
・授業の相互参観，授業評価報告会，兼任講師との懇談会，講演会など，
年間を通じて多岐にわたる FD 活動が実施され，授業内容・教育方
法の改善に取り組んでいる。大学独自のブランド力調査を 2006 年度
に実施し，ステークホルダーの期待と満足度を把握することに全学
的に取り組んでいる。2006 年度に実施した外部評価の委員には，長
野県経営者協会の代表者や卒業生が含まれ PDCA サイクルによる改
善も図っている。
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2007 年度
・教員による自己授業点検報告が行われており，FD は得てして学生に
よる授業評価だけで済まされていることが多いが，当該短期大学は，
担当教員も授業を自ら点検・報告することで授業改善に対する取り
組みを促す工夫がされている。
・学生による授業評価の結果をもとに，全員が「授業改善計画書」を
FD 委員会を通して学長に提出するなど，授業改善への取り組みが行
われている。
・1990 年度から開催されている全職員研修会や 2006 年度から実施の専
任教員の授業公開の取り組みは，意欲的な FD 活動としている。
・1995 年に自己点検・評価委員会が組織され，2004 年度から自己点検・
FD 委員会へと発展させ，改革・改善の絶え間ない努力をしている。
この結果，英語科の特色 GP（モチベーションを高める体験型英語教
育）となって実を結んでいる。
表 6―2　「向上・充実のための課題」として指摘されている内容
2005 年度
・組織的な FD への意識改革及び，授業改善に取り組むよう望む
・「学生による授業評価アンケート」等の結果を踏まえて FD・SD 等の
取り組みをさらに促進されることを望む。
2006 年度
・FD・SD 活動の組織的な体制の確立を検討されたい。
・FD 委員会などによる組織的な対応，改善活動が必要であり，結果概
要を学生に公開することが望まれる。
2007 年度
・短期大学全体として FD をより組織的に取り組み，SD に対して定期
的，積極的に活動するなど，なお一層の努力が望まれる。
・組織的・継続的な授業改善を図るために FD 活動を推進することが
望まれる。
・公開授業，組織的な FD・SD 活動の取り組み，シラバスの改善など
を図ること。
・大学の役割は教育と研究に資することであり，この点を今一度 FD
委員会などで議論し，特に学長の指導性を発揮することによって，
研究の活性化に努力されることが望まれる。FD・SD 活動も全学的
に展開されている。しかし，常勤理事会や各種委員会規定が整備さ
れていない面もあり，早急に整備することを望む。
・授業内容や授業方法の改善に向けた FD 研修会，SD 活動などの定期
的な実施が望まれる。
・FD および SD の全学的な実施体制の整備が望まれる。
表 6―1/2 は，短期大学基準協会『平成 17 年度 /18 年度 /19 年度第三者評価結果報
告書』より作成
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他方，「向上・充実のための課題」では，FD 委員会やその規定が整備さ
れていないなど，全学的な体制が整っていないことが問題視されている。
ここから，いま求められる FD とは，教員個人の努力にとどまらず，全学
的で組織的な改善の努力の積み上げであることが，改めて確認できる。
　第二は，教職員が FD の情報を共有するためのツールが用意されている
か，という点である。たとえば，「FD メールマガジン」「FD 委員会通信」
「ティーチング・ティップス」，あるいは，教育活動の成果をまとめた「紀
要」「報告書」など，授業改善の努力の総体を全教員が共有するための手
段が考案されているところが，高く評価されている。
　第三は，評価の結果が具体的な改善に結びつくサイクルができている
か，という点である。報告書では，「plan，do，check，action 機能」「PDCA
サイクルによる改善」「自己点検・評価の結果と FD 研修を結びつける努
力」「学生による授業評価の結果をもとに，全員が授業改善計画書を提出」
というように，評価の結果を生かすためにどのような取り組みを行ってい
るかが注目されている。たとえば，FD 活動として，公開授業・相互参観
の評価が高いのは，これによって，問題意識の共有が図られ，具体的な改
善方法の検討につながるためであろう。これに対して，授業アンケートは，
前述した関西FDの調査でも短期大学で97％が実施しているが（表1），「FD
は得てして学生による授業評価だけで済まされていることが多い」と指摘
されるように，アンケートの結果が活用されていないことが問題とされて
いる。
　以上のように，短期大学基準協会評価結果報告書の分析から，短期大学
の FD に求められているのは，①組織性，②情報の共有，③改善のための
手立て，という三点であることが明らかになった。今後の「FD の実質化」
に向けて，とくに重要な点は，第三の，改善のための手立てであろう。た
とえば，関西 FD の調査でも，「授業アンケートの活用に関するノウハウ」
が全校平均で最もニーズの高い項目であったように，“check”から“action”
への具体的な道筋をそれぞれが確保することが重要なのである。
　さらに，このたびの FD の定義の見直し，すなわち，「授業改善」から
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「教員団の職能開発」へという定義の広がりによって，今後は，研究活動
の支援や管理運営能力の向上といった，新たな FD 活動が求められること
になるだろう。短期大学基準協会が示す短期大学評価基準によれば，「短
期大学は，基本的に教育機関」と位置づけられているものの，「教員の研
究活動を活性化させるための条件整備も大切であり，相当の研究費や適切
な研究施設・整備，さらには適当な時間的確保にも配慮する必要がある」
とも記されている13）。したがって，「職能開発」には，当然，研究能力の
開発が含まれるため，今後は，授業改善の取り組みだけでなく，より幅広
い視野から FD をとらえる必要がある。
⑶　他大学の取り組み事例
　FD 活動の先進性で注目されている短期大学としては，宮崎学園短期大
学（旧宮崎女子短期大学）と山形短期大学がよく知られる。
　宮崎学園短期大学は，2003 年度に「日本一の短期大学をめざす全学的
FD の取り組み」の名称で特色 GP に採択された。入学者すべてに深い充
実感と満足感を与える教育の実現をめざし，卒業時に入学満足度 90％を
達成するという数値目標を設定して，1998 年度から全学的活動に取り組
んだ。活動の内容は，① FD の月間目標，②各教員の FD 宣言，③全学
FD ミーティング，④ FD ニュース，⑤教員相互の授業参観，⑥授業研究
会，⑦ガイダンスアワー，⑧教育カンファレンス，⑨授業評価アンケート，
⑩授業評価報告書集，⑪教育研究執筆，⑫入学満足度アンケートという
12 の取り組みである。2007 年 3 月に入学満足度 90％を達成したが，高い
満足度を得た要因は，低満足層へのアプローチを，①から⑫までの FD 活
動フローに従って，年間を通して教員全員が行ったことであるという14）。
具体的には，「公開 / 共有→検証」という枠組みで，「年度当初からの信頼
関係作り→徐々に気になる学生へのアプローチ」という流れで低満足度の
学生に対するアプローチを展開した。「FD 活動を授業改善に絞り込むだ
けでは，学生たちが期待するものに対して，不十分なのではないかという
問いかけが，私たちの行動原理であり，12 の活動を支えるもの」15）という
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ように，学生との信頼関係との構築に焦点化した FD 活動が成果を挙げた
のである。こうした活動の成果が実り，同短期大学は，2008 年度学生支
援 GP・教育 GP に採択された。
　山形短期大学は，2004 年度に現代 GP に採択された「地域ネットワー
ク FD“樹氷”」に参画した。“樹氷”は，山形県内 6 校の大学・短期大学
の連携によって高等教育の機能強化を図り，県内の高等教育機関が共有す
る質の高い教養教育カリキュラムを開発し，単位互換を実施する取り組
みである。FD 活動の内容は，①統一フォーマットの「学生による授業評
価」，②成果の持ち帰りと応用，③合同の公開授業・検討会，④合同 FD
研修会，⑤ FD 学生モニター制度・FD 学生会議，⑥ Web 利用による成果
の公刊などである。2008 年 3 月には，“樹氷”の実績を基盤として，東日
本地区 35 校による FD ネットワーク“つばさ”が設立された。山形短期
大学は，このネットワークに参画することで，人的・物的な経費の削減が
可能になるとともに，現代 GP への参加によって教員の FD に対する意識
が向上し，短期大学独自の FD に結びついて「ティーチング・ティップス」
が創出された16）。
　上記 2 校以外にも，FD の成果が GP 採択に結びついた例や，GP と連
動することで FD が活性化した例がある。たとえば，鹿児島純心女子短期
大学では，自己点検・FD 委員会による改革・改善の絶え間ない努力の結
果，英語科の特色 GP「モチベーションを高める体験型英語教育」の採択
となって実を結んだという17）。中部学院大学短期大学部では，現代 GP の
一部であるキャリア教育科目のうち，実習指導に関する授業について，学
科を越えた共同研究を行う授業改善研究会によって，改善することができ
たと報告されている18）。このように，GP や FD ネットワークへの参画は，
資源に乏しい短期大学が FD を活性化させる効果的な方法である。財源確
保という物理的効果に加え，教員の意識改革という心理的効果が期待でき
るからである。
　こうした FD の進展に伴い，近年では，短期大学でもさまざまな FD 活
動の方策が試みられている。たとえば，横浜女子短期大学では，授業計画
― 　 ―153
のなかに学生の図書館利用を有効に位置づけることを目的として図書館利
用調査を行い，FD の一環として，教員と図書館が連携して学生を支援す
るシステムをつくることを提起している19）。岡崎女子短期大学では，FD
の取り組みとして，卒業生を対象とした質問紙調査から，同短期大学の教
育力について自己点検・自己評価を行うとともに，卒業生を子育て支援の
マンパワーとして想定した地域貢献のあり方を検討している20）。FD 活動
といえば，これまでは，授業アンケートや公開授業が主流であったが，こ
れらの試みは，今後の FD 活動の多様性を示唆するものである。つまり，
「A 大学には A 大学流の，B 大学には B 大学流の FD が開発されてよい。
それぞれどういうものになるかは，大学の専門分野，歴史的に形成された
大学文化，規模などによって決まる」21）といわれるように，FD 活動の形
態や方法を固定的に考えるのではなく，「個別大学の力で創造性を生み出
す」22）ことが重要なのである。
２．本学 FD組織とボトムアップ型 FDの挑戦
⑴　FDの組織体制と過去 3年間の取り組み
　本学の FD 会は，2005 年より本格的な導入が始まった。それまでの FD
活動は，OC（オーラルコミュニケーション）担当の教員間で，授業テキ
ストの選択，指導方法，授業の進め方などを年に数回集まり話し合いをす
るという一部の教員による活動と，懇話会のような非組織的な場所での話
し合い，そして担当授業についての授業評価および授業改善をそれぞれの
教員が個人レベルで行うという 3 つの形態で行われていた。全学的取り組
みとしては，学生による授業評価を 2002 年度より始め，専任教員は 2 科
目，非常勤講師は 1科目について授業評価アンケートを行っていた。
　大学設置基準の改正によって，FD の組織的取り組みが要望されるよう
になり，それに応じる形で始まったのが本学の FD 会である。そのことは，
「2004 年度南山短期大学自己点検・評価報告書」23）に「授業改善（FD 活動）
を推進するために，FD 会を設置し，従来から開催されている南山短期大
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学懇話会の活動に加えて，FD 会を学期ごとに開催し，個別授業の問題点
および改善策，学生の全般的な学力向上を図る方策等について全教育職員
間で討論し，更なる教育内容の向上と教育方法の改善を目指していく予定
である」と記されている。翌年度より，その課題を実践するための FD 委
員会が設置され，5名の委員会メンバーが選ばれ運営にあたった。
　2005 年度においては，FD 委員会の主催で全学的に専任教員を対象とし
た FD 会が 2 度行われた。FD の定義が不明確なままでのスタートとなっ
たためか，教員間でどのように進めていけばよいのかという戸惑いがあっ
たように見受けられる。FD 会は，短期大学として直面している課題を話
し合う場として活用された。本学の 2005 年度自己点検・評価報告書24）に
よると，FD 会のなかで「授業内容や方法，教材等具体的な問題点を取り
上げていくという現場の声」をくみ取る機会がなかったことが問題点とし
て指摘されている。報告書には，FD 会の頻繁な開催と機能面での有効性
の要望が記されており，形式的な FD 会ではなく，実践的 FD が期待され
ていることが伺える。
　2006 年度は，2005 年度の問題点・改善点を踏まえ，春学期に FD の理
解に向けて「FD の定義」や「他大学の FD 活動資料」を全教員に配布し，
2006 年度 FD 会で話し合う具体案を教員から出してもらうことにした。
それに対し 4 名の教員からのフィードバックがあった。また，開催日を科
会の後に行うことにして，春学期 3 回，秋学期 4回の計 7 回開催した。昨
年度同様，専任教員を対象にした FD 会であり，毎回 1 ないし 2 名の欠席
者はいるもののほぼ 9 割の参加率であった。規模が小さいがゆえにまとま
りやすいのであろう，FD に対する教員の協力体制はあったといえる。テー
マについては，新系列増設の提案に対する構想を春学期の FD 会で取り上
げ，秋学期には昨年度行った教員のフィードバックを参考にして，教員の
ニーズに応じたテーマを取り上げた。問題および改善点として，授業内容
などの具体的な改善について全体で話し合う機会を増やし，教育内容，方
法，教材などの検討といった，授業改善と学生の学習指導面での話し合い
の必要性が浮上した。
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　2007 年度は，年度当初に FD 委員会を開き，委員会メンバーによる日
程とテーマの協議が行われた。FD 会の実施回数については，科会後の
FD 会が定着化し，年間 6 回の FD 会が開催された。テーマは，委員会メ
ンバーからの提案を参考にしながら，決定された。また，年度末に第 2回
目の FD 委員会が開催され，問題点・改善点が話し合われた。その内容と
しては，テーマによっては英語科目授業が中心となり，教養科目担当教員
が話合いに加わりにくいというような，全教員による「テーマ・情報の共
有化の困難さ」，テーマを絞り込む必要があるといった「目的や目標の不
明確さ」，全体の話し合いでは議論がしにくく，意見が出しにくいという
「話し合いの方法」，FD の意図が不透明で何のためにやっているのかわか
らないといった「FD 概念の共有化」といったものであった。また，アンケー
トを実施し，2008 年度に取り上げたい議題を調べた。アンケートは前年
度より多い 7 名の教員からの回答があり，よい多くの教員からの FD 改善
への期待が伺える。
　以上のように，本学では過去 3 年間で，FD に組織的に取り組む体制が
構築された。FD 委員会による FD 会が定期的に開催され，その参加率が
2007 年度には平均およそ 85％となったことは，FD の必要性に対する全
学的な合意が形成されたことを示している。ただし，FD 会の実施方法に
ついては，手探りの状態であった。たとえば，FD 会のテーマをみると，
解決すべき重要課題がとりあげられているものの，年間を通した計画性に
は欠けている。また，2007 年度アンケート結果から，FD 会を行う目的と
効果の不透明さに疑念を抱く教員の存在が明らかとなった。具体的には，
「テーマを絞り込む必要がある」というような目標の不透明さや「FD の
概念をはっきりさせた上で決める」といった FD 会を行う意義と議題との
繋がりの不明確さを指摘するコメントもあった。また，「大きいグループ
では，議論しにくいので，小グループにしてはどうか」といった話し合う
方法の改善を求める意見などがあった。FD 会が定例化して 3年が経過し，
FD の在り方，進め方に対する見直しの必要性が見えてきたといえよう。
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⑵　2008 年度の FD活動―サブグループ形成によるボトムアップ
　2008 年度は，前年度のフィードバックを参考にして，教員間の話し合
いを促進できる場を提供し，個々の教員から問題点を挙げてもらいながら
進めていくボトムアップの方法を試みた。FD 会は，昨年度と同様に科会
後に設け，年 6 回行った（表 10）。進め方としては，先ず教員を 4 つのグ
ループに分け，それぞれのグループが 6 回の FD 会のうち，4回分の企画・
運営を交代で担当するというもので，テーマや進め方をグループに任せ
た。全体会では出されないような意見やアイデアをサブグループという小
集団から引き出すことがねらいであった。テーマに関しては，それぞれの
サブグループが，FD 会以外の場で話し合いを進め，企画していくように
した。グループメンバーの決め方は，操作的にならないように，4 月に行
われる第 1 回目の科会で，2008 年度 FD 会の進め方の説明とグループ編
成を行った。サブグループは，英語科目担当教員 16 名と基本科目担当教
員 7名が，担当科目や母語による区別をせず，ランダムに編成された。そ
して，年間の進め方，グループの担当日を決定し，全教員にスケジュール
を配布した。上記のサブグループ活動以外の新しい試みとして，本年度は，
外部講師を招いて英語教育をテーマにした現代 GP に関する講演会が行わ
れた。
表 10　2008 年度 FD 会の企画担当者とテーマ
回 開催日 企画担当者とテーマ
1 2008.5.13 FD 委員会「コミュニテイーアワーの活動について」
2 2008.6.4 サブグループ 1「ベタニア懇親会について」
3 2008.7.2 FD 委員会「FD 講演会：南山大学瀬戸キャンパス　ワールドプラザについて」講師：南山大学 Robert Croker 先生
4 2008.10.15 サブグループ 2「ヴァーチャル・リソースセンター」
5 2008.10.28 サブグループ 3「The Multilevel Classroom」
6 2008.12.3 サブグループ 4「学生の問題ある受講態度について」
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３．ボトムアップ型 FDの実践例―サブグループ 2：ヴァーチャ
ル・リソースセンター
　ここでは，筆者らが担当したサブグループ 2 の事例を紹介しながら，
2008 年度の試みとして行われたサブグループによる FD 会がどのように
進められ，いかなる効果があったのかを検討する。
　サブグループ 2 は，6 名（途中 1 名が研究休暇をとり，5 名となる）の
教員（英語科目担当 3 名のち 2 名，教養科目担当 3 名）が，担当日（10
月 15 日）までに 4 回，フォローアップとして 1 回のサブミ―テイングを
行った。以下では，FD 会の企画・運営方法などの計画から，FD 会実施，
結果の検討までの流れを PDCA サイクルの枠組みを用いて説明する25）。
⑴　計画（plan）
　本グループは，4，5，6，7 月に各 1 回お昼休みの 30 分を利用して，話
し合いを行った（表 11 参考）。1 回目のサブミ―テイングでは，メンバー
間の FD に対する定義の共有化を行うことから始まった。2 回目は，本学
の FD 会が組織としてどう位置付けられているのかを踏まえ，現状の FD
会について検討した。先行事例として，他大学の取り組みや海外の事例が
表 11　サブグループ 2のミーティング経過
回 開催日 話し合いの内容
1 2008.4.28 ①　FD に対する私見②　FD の定義について
2 2008.5.12
①　本校における FD の問題点
②　他大学の FD の取り組み
③　アメリカにおける FD の取り組み：FD Resources
3 2008.6.9 ①　FD 会で提案できるテーマの検討
4 2008.7.7 ①　テーマ決定：「リソースセンターを作る」②　テーマの目標設定
5 2008.11.10 ①　アンケートから見る教員の感想，フィードバック②　メンバーの感想
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紹介された。本学は英語科単科であるため，外国人教員の比率が高く，日
本人教員の多くは海外での教育研究活動の経験がある。そこで，アメリカ
の大学に設置されているリソースセンターに注目が集まった。3 回目は，
具体的に FD 会で提案できることを検討していくなかで，FD 活動のひと
つとして「リソースセンター」を立ち上げるというアイデアがでた。4 回
目は，このアイデアを具体的なテーマとして選択し，そのねらいを「現状
把握」と「教員間のコミュニケーション」においた。リソースセンターを
架空のものとすることで，より一層自由な発想を促すことができ，反対意
見も出にくくなることを期待した。具体的な話し合いの方法も，従来の全
体で話すのではなく，小グループに分け，ゲーム感覚で行えるような課題
表示にし，グループ決定までの時間も予め決めて進めることにした。
　こうして最終的に決まったワークショップのテーマは，「ヴァーチャル・
リソースセンター」となった。ねらいとして，「教員間のコミュニケーショ
ンを深める」「1 年次教育のあり方を検討する」「授業についての現状や問
題などについて情報交換する」の 3 点を設定した。科目の枠を超えた交流
と能動的な参画を促すため，グループ分けは，科目ではなく，学生に獲得
させたい学力という観点から，A（Reading and Writing），B（Listening and 
Speaking），C（Interpersonal Communication），D（Critical Thinking Skills），
E（Academic Skills），F（Humanities）の 6 項目に分け，予め教員にアンケー
トを行い，第 2 希望まで選択してもらった。それを参考にして事前にグ
ループメンバーを決定および発表した。また，関係する資料（テキスト，
プリント，ビデオなど）を当日持参してもらうよう依頼した。
⑵　実行（do）
　開催日予定日（10 月 8 日）は，科会が延長し，FD 会が翌週に延期に
なったので，予め必要となる課題が提示された配布物（資料 1）を配布し
内容を説明した。そのため，開催日は，説明に時間をかけず，プログラム
を大幅に遅らせることなくできた。時間配分は，全体で 60 分とし，説明
5 分，話し合い 30 分，グループ発表 20 分，まとめ 5 分とした。まずは，
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グループへの課題を提示し，それぞれの与えられたテーマに必要となる情
報を教員間で出してもらい，配布した指定用紙（資料 2）にグループで出
た意見，アイデアを記入してもらった。まとめとして，グループ毎に話し
合ったことを発表し，最後にアンケート用紙（資料 3）を配布し，今回の
ワークショップについてのフィードバックを書いてもらった。
⑶　評価（check）
　まとめとして実施したアンケート（表 12）では，1．目的達成，2．情
報活用，3．今後の展開について，計 7 項目の設問を設定し，「そう思う」
から「そう思わない」までを 6 段階で評価してもらった。参加者数は 23
名（参加率 100％），アンケート回答者数は 22 名（回収率 95.7％）であった。
　１．目的達成面については，設問 1「教員間のコミュニケーションを深
めるのに役立ったと思う」で 5 以上の回答が 72.7％，設問 2「1 年
次の教育のあり方を検討するのに役立ったと思う」で 59.1％，設問
3「授業についての現状や問題などについて情報交換できたと思う」
で 45.4％となった。コミュニケーション促進という目標は達成され
たが，情報交換については，過半数以下にとどまっている。ただし，
4 以上の回答では 72.7％を数えるようにおおむね肯定的には受け止
められている。不足の理由は，表 12―3 の自由記述にあるように，
時間不足が考えられる。
　２．情報活用面については，5 以上の回答が，設問 4「今後の自分の授
業の参考にしたいと思う」で 59.1％，設問 5「リソースボックスが
実際にあるといい」で 68.2％となった。話し合いで共有化された情
報は有効なものであり活用価値があるといえるだろう。
　３．今後の展開については，5 以上の回答が，設問 6「非常勤の先生方
とも情報交換をしたい」で 66.7％，設問 7「今後も同じようなグルー
プでの話し合いをしたい」で 68.2％となった。今後の FD 活動の展
開を考える際に生かしていける結果であったと考えられる。
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表 12―1　設問別集計表
アンケート設問内容
回答構（件数）
無回答
1 2 3 4 5 6
1 教員間のコミュニケーションを深めるのに役立ったと思う 1 0 2 3 9 7
2 1 年次の教育のあり方を検討するのに役立ったと思う 0 2 4 3 10 3
3 授業についての現状や問題などについて情報交換できたと思う 1 0 2 9 3 7
4 今後の自分の授業の参考にしたいと思う 1 1 1 6 4 9
5
今回話し合ったようなリソースボックス
が（英語科準備室あるいは WEB 上に）
実際にあるといいと思う
1 0 0 6 3 12
6 非常勤の先生方とも，今回のように，情報交換をしたいと思う 0 0 4 3 4 10 1
7 今後も同じようなグループの話し合いをしたいと思う 1 0 3 3 6 9
合計 5 3 16 33 39 57
アンケートの設問は，1．目的が達成できたか（1・2・3），2．情報を活用したいと思うか（4・
5），3．今後，どう展開したらよいか（6・7）で構成される。
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表 12―2　設問別構成グラフ①
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⑷　改善（action）
　アンケート結果を踏まえ，フォローアップとして 5回目のサブミーティ
ングを開き，FD 委員会に提言する意見をまとめた。具体的には，改善す
べき点として以下の 3 点を提起した。
　第一は，教員間のコミュニケーションの時間を確保することである。設
問 1に対して肯定的回答が多く，表 12―3 にみられるように，「時間が足り
ない」旨のフィードバックが複数みられた。その背景には，忙しさのあまり，
教員間でお互いに話をする機会が少ないということが考えられる。本学は，
2000 年に単科の短期大学となり，教員数は減ったものの，委員会の数は
減らず，教育指導，研究以外の仕事量が増えた。したがって，委員会や会
議以外の場でゆったりと話をする機会が持ちにくいのが現状である。それ
以前は，共同研究室でお昼休みや休憩時間に複数の教員が集い，授業や学
生の話を非常勤講師も交えながら談話するという日常的な対話が FD 的機
能を果たしていた。そうしたインフォーマルな FD 機能が困難な現状を考
えると，組織的かつ意識的に，コミュニケーションの場を創り出す必要が
ある。
　第二に，FD 会の構成メンバーの再検討である。現状の FD 会は，専任
教員を対象としているが，今後，授業の連携について考えると，非常勤講
表 12―3　自由記述「今後の活動のためのアイディア・フィードバック」
・FD 会のための FD 会でなく，実効のあるものとするために，半日ぐらい時間をか
ける必要があるでしょうね。また，授業や教育活動を互いに見る姿勢が大切だと思
います。
・A lot more time for group sharing
・時間が不足した感じもしました。
・とても良い試みだったと思います。時間が足りないほど。じっくりお話できてよかっ
たです。
・「学生の書く力をいかに高めるか」のテーマで具体的にアイディアを話し合う。
・非常勤の先生とも意見交換したいと思う。
・Share してそれを深める時間はもう 1 セッションあってもいいくらいです。これが
「言いっ放し」になるのはもったいないです。
・教育の目標をきちんと共有した取り組みが全員でできると好ましい。目標とは，今
日，改めて確認できたが，「自分の頭で考える」人にすることかな。
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師の存在を無視することはできない。また，アンケートでも非常勤講師と
の情報交換の希望が多かったので，今後は非常勤講師の方をメンバーに加
えて話し合う機会を持つことも視野に入れる必要がある。具体的には，毎
年行われている非常勤講師との懇話会を FD 活動に位置づけて活性化する
ことが挙げられる。
　第三は，話し合いを深め実践するために，中長期的な展望にたった計画
性のある FD 会を展開することである。たとえば，アンケートの結果では
リソースセンター実現の希望が高いように，FD で話し合った提案を実行
に移すことが望まれている。表 12―3 でも，「言い放しになるのは，もった
いない」「教育の目標をきちんと共有した取り組みが全員でできると好ま
しい」という意見がある。このように，FD の効果を実感できる計画性を
もった FD 活動が求められる。
４．ボトムアップ型 FDの成果と課題
⑴　本学 FD活動の課題と 2009 年度活動目標の設定
　本学のこれまでの FD 活動を他大学の成果と比較すると，授業アンケー
トの実施と公開，外部講師による講演会，全教員参加の自律的な FD 会な
ど，全学的・組織的な活動は十分に行われている。したがって，短期大学
基準協会が重視する 3 つの観点（組織性，情報の共有，改善のための手立
て）に照らし合わせると，第一の「組織性」は条件を満たしている。しか
し，残りの 2 点，すなわち，「情報の共有」と「改善のための手立て」に
ついては，いまだ十分とはいえない。
　具体的には，「情報の共有」について，FD 会を通じて共有された知見
を次のステップに繋げる橋渡しをどのようにするのか，が課題として残っ
た。これは，PDCA サイクルにおいて，C（評価）と D（改善）に関する
方法が確立されておらず，「改善のための手立て」が確立されていないこ
とと表裏一体の課題である。そのためには，まず，教育改善の努力の総体
を共有するツールを形成し，次に，計画・実行・評価・改善のフローを明
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確にしたフィードバックシステムを構築する必要がある。すなわち，サブ
グループ 2の提言にあるように，今後は，将来構想にもとづく中長期計画
を立て，さらに各年度の年次計画に沿ってテーマに一貫性のある FD 会を
開くことが求められる。
　そこで，FD 委員会では，以上の経過を踏まえて，今後の活動目標とし
て，将来的な展望を持って情報を共有し，科目間の連携を図ることを提起
した。具体的な活動目標は，第一に，2009 年度 FD 会の目標を「学生支
援」と定め，年間を通して継続的に議論できる論題を設定することとし
た。FD 会の討論は毎回メンバーを変えることで相互理解を促し，学期ご
とにテーマを設定し計画的に議論を積み上げていくことが確認された。
　第二の活動目標は，FD 会の討論を基にした計画を実行に移すことであ
る。具体的には「簡易リソースセンター」と称して，英語科共同研究室の
棚を利用してファイルボックスごとに科目の資料をいれ，非常勤講師を含
めた全学教員が講義内容の情報をシェアできるよう，リソースセンターを
設置することになった。設置にあたり，開示してほしい科目と必要な資料
はアンケートで希望を募り，さらに開示される科目と資料を毎年点検する
ことでセンターの充実を図る計画が提起された。
⑵　FDコミュニティの形成
　2008 年度 FD 活動は，サブグループによるボトムアップの課題提起に
よって，教員の主体的取り組みを促した。その結果，普段話す機会が少な
い教員同士が意見を交換する場が増え，現状認識を共有することができ
た。さらに，問題を分かち合っただけではなく，本学の教育目標・教育理
念を再確認することにもつながった。こうしたボトムアップ型 FD は，他
に類をみない，特色ある試みといえるだろう。
　日本の FD は，周知のように，文部科学省の省令から発して学長サイド
から開始されるトップダウンで展開されてきた。他方，FD の原点とは，
個々の大学教員が授業に責任をもって授業効果を挙げることであるから，
基本的にボトムアップの性格をもつ26）。したがって，トップダウンとボト
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ムアップの衝突は不可避となるが，田中が指摘するように，組織的な FD
とは，「ボトムアップだけでもトップダウンだけでも駄目」で，両者がう
まくかみ合う形で行うことが望まれる。そのためには，田中が FD を類型
化しているように（図 1），イベントに依存する「I 型（啓蒙型）」ではなく，
日常的に自己組織化される「Ⅲ型（相互研修型）」が重要である27）。すなわち，
大学教員が日常的に行っている活動を把握し，優れた取り組み事例や問題
点を共有することで，相互に学びあう「FD コミュニティ」を形成するこ
とが必要となる。
　「FD コミュニティ」とは，大塚雄作によれば，「教員同士，あるいは，
教員と事務職員，学生などとの「繋ぎ」を創り出し，ある種の FD 共同体
とでも呼ぶべきコミュニティ」28）である。「繋ぎ」とは，「ある種のネット
ワークが生成され，学びの共同体（learning community）が形成される」29）
ことである。「繋ぎの場」は，授業科目の担当者同士や，教務などの委員
会，あるいは，懇談会や勉強会，研究面での関わりといった多様な場面が
想定され，その日常の教育場面において共有できる範囲で確保されるとい
う。前述したように，本学では，かつて，小規模校のメリットを生かして，
日常的にそうした「繋ぎの場」が存在したが，高等教育をめぐる急激な変
化のために教職員の多忙化がすすみ，時間的・心理的余裕が失われつつあ
る。2008 年度の本学 FD 活動は，まさに，そうした「繋ぎの場」を復活させ，
新たな「FD コミュニティ」を創り出す一歩となった点で，実効性のある
FD 活動となったといえよう。
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図 1　啓蒙型 FD と相互研修型 FD
（田中，2008，p. 73）
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おわりに
　以上，本稿では，短期大学におけるボトムアップ型 FD の可能性を探求
するために，他大学の FD 実施状況を踏まえて，本学の取り組みの成果と
課題を探求してきた。その概要は，以下の 2 点にまとめられる。
　第一に，短期大学において，教育改善の必要性に対する教員の意識は高
いが，リソース不足のため，組織性，情報の共有，改善の手立ての確立と
いった，FD を推進するための諸条件が整備されていない。個々の機関で
は，FD の組織化に向けた多様な努力が積み重ねられ，その努力が GP 採
択として実るという成果がみられるが，財源不足は共通する課題である。
　第二に，本学でも 2004 年度より定期的に FD 会を開催するなど，組織
的に取り組む体制が徐々に構築され，2008 年度は，その発展的手法とし
てボトムアップ型 FD に挑戦した。サブグループによる課題提起は，教員
の一体感を形成し，本学の教育目標・教育理念を再確認することにつな
がった。教員同士の連帯を図る「繋ぎの場」としての「FD コミュニティ」
の形成である。
　今後，本学が，さらに FD の組織化を推進するには，こうした「繋ぎの
場」をいかに経常的に確保するかが重要であろう。そのためにも，組織体
制の見直しや研究・研修機会の確保において，大学組織のトップの理解と
協力こそ重要であることはいうまでもない。中教審答申「学士課程教育の
構築に向けて」でも，「FD を実質化するには，教員の自主的・自律的な
取り組が不可欠である。教員の個人的・集団的な日常的教育改善の努力を
促進・支援し，多様なアプローチを組織的に進めていく必要がある」とさ
れている。
　とくに短期大学というリソースが限られた状況では，ボトムアップは教
員の自主性に刺激を与え，協調性と一体感を創り出すのに有効であるが，
それを生かすか否かはトップの態度と理解によるところが大きい。した
がって，「FD の実質化」に向けて必要なことは，「FD コミュニティ」の
進化であり，それを可能にするボトムとトップの協調とバランスである。
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FD は，「大学の専門分野，歴史的に形成された大学文化，規模などによっ
て決まる」30）といわれるとおり，本学のように小規模カトリック短期大学
では，その歴史のなかで培った文化でもあるコミュニティ感覚がボトム
アップと重なり，教員の帰属意識が高まる場となる FD 活動が必要なので
ある。
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1 ）有本章『大学教授職と FD ―アメリカと日本』東信堂，2005 年，p. 216。
2 ）田中毎実「FD 大学教育主体相互形成論」京都大学高等教育研究開発センター
編『大学教育学』培風館，2003 年，pp. 87―106；「大学教育研究の現在―臨床
的大学教育研究の立場から」『京都大学高等教育研究』12，2006 年，pp. 129―
151。
3 ）田口真奈・藤田志穂・神藤貴昭・溝上慎一「FD としての公開授業の類型化―
13 大学の事例をもとに」『日本教育工学会誌』27（suppl.），2004 年，pp. 25―
28；田口真奈「FD 推進機関における 2つの機能」『メディア教育研究』4（1），
2007 年，pp. 53―63。
4 ）佐藤浩章「FD マップの開発とその活用方法」名古屋大学高等教育センター第
42 回客員教授セミナー配布資料，2008 年 7 月 31 日。
5）有本章編『FD の制度化と質的保証（高等教育研究叢書 92）』広島大学高等教
育研究開発センター，2007 年；「進展する大学の FD」『IDE』2008 年 8―9 月号；
「特集 SD・FD」『大学と学生』2008 年 11 月；「特集 FD の推進」『カレッジマ
ネジメント』157，2009年7―8月号；東北大学高等教育開発推進センター編『研
究・教育のシナジーと FD の将来』東北大学出版会，2008年；同前『ファカルティ・
ディベロップメントを超えて―日本・アメリカ・カナダ・イギリス・オースト
ラリアの国際比較』東北大学出版会，2009 年。
6）たとえば，清水亮・橋本勝・松本美奈編著『学生と変える大学教育― FD を楽
しむという発想』ナカニシヤ出版，2009 年；斎藤里美・杉山憲司編著『大学
教育と質保証―多様な視点から高等教育の未来を考える』明石書店，2009 年。
7）「2009 年度私立大学・短期大学等入学志願動向」日本私立学校振興共済事業団
私学経営情報センター，2009 年 7 月。
8）たとえば，上述の『IDE』2008年8―9月号，『大学と学生』2008年11月においても，
短期大学に関する記述は，FD に関わる GP が採択された宮崎学園短期大学と
山形短期大学のみであり，その他は 4 年制大学の記述である。
9）たとえば，文部科学省の調査によれば，2007 年度現在，FD を実施している大
― 　 ―167
学は，664 大学（約 90％）であった。ただし，この統計に短期大学は含まれて
いない。文部科学省高等教育局大学振興課「大学における教育内容等の改革状
況について」（2009 年 3 月 31 日）
10）34 短期大学はすべて私立である。調査項目は，「I　基本情報」「II　教育の現
状」「III　FD に関する意識と現状」「IV　FD のニーズ」「V　自由記述」の 5
部からなる。大塚雄作・大山泰宏・中村夕衣・田中優子「FD に関する実態とニー
ズ調査」『関西地区 FD 連絡協議会設立に向けて』京都大学高等教育研究開発
センター，2008 年，pp. 7―79。
11）大塚雄作「関西地区大学の FD ―実態とニーズ」『IDE』2008 年 8―9 月号，p. 
29。
12）たとえば，公開授業や Good Teaching 賞授与など，FD とみなされる活動は
多々あるが，ここでは，ファカルティ・ディベロップメントまたは FD という
用語が用いられている箇所のみに限定して分析する。
13）「短期大学評価基準」短期大学基準協会 2004 年 10 月，p. 8。
14）塚本泰造「宮崎学園短期大学，十一年目の再挑戦～低満足層へのアプローチ」『大
学と学生』2008 年 11 月，pp. 42―47。
15）同上，p. 46。
16）財団法人短期大学基準協会『平成 19 年度第三者評価結果報告書』2008 年 3 月
25 日，p. 64。
17）同上，p. 406。
18）藪下武司・二神律子「Faculty Development による授業改善の一例―現代 GP の
キャリア教育」『中部学院大学・中部学院大学短期大学部研究紀要』8，2007 年，
pp. 95―104。
19）原真由美・奥泉和久・高橋和子「横浜女子短期大学図書館における学習支援の
試み―図書館と FD」『横浜女子短期大学研究紀要』23，2008 年，pp. 99―124。
20）守山均・松永愛子・白垣潤「岡崎女子短期大学の教育力と地域貢献のあり方に
関する調査研究」『学術教育総合研究所所報』（岡崎女子短期大学学術教育研究
総合研究所）1，2008 年，pp. 1―20。
21）寺崎昌男「FD 試論―その理解と課題をめぐって」『IDE』2008 年 8―9 月号，p. 9。
22）同上，p. 8。
23）南山短期大学自己点検・評価委員会『2005 年度南山短期大学自己点検・自己
評価報告書』2006 年 6 月 30 日，p. 24。
24）南山短期大学自己点検・評価委員会『2006 年度南山短期大学自己点検・自己
評価報告書』2007 年 10 月 1 日，pp. 25―26。
25）PDCA サイクルは，教育活動を分節化し工学経営学的モデルに封じ込めると
いう議論があるが，本学では日常的な教育改善の努力を共有する体制が形成
短期大学におけるボトムアップ型 FD― 　 ―168
されていない。それゆえ「共通認識の形成が FD の営みである」という観点か
ら，PDCA を枠組みとして説明を行う。ただし，達成目標，行動目標，評価指
標，評価基準という厳密な手続きによる分析にはいたっていない。「シンポジ
ウム III：FD のダイナミックス― FD モデルの構築に向けて」『大学教育学会誌』
30（1），2008 年 pp. 52―69。
26）有本章『大学教授職と FD』前掲，pp. 219―221。
27）田中毎実「研究大学における FD と FD 地域連携：京都大学の場合」『研究・
教育のシナジーと FD の将来』前掲，pp. 73―74。
28）大塚雄作「教育力を向上させる FD」『カレッジマネジメント』157，前掲，p. 8。
29）同上。
30）寺崎昌男，前掲，p. 9。
― 　 ―169
資料 1
資料 2
資料 1
短期大学におけるボトムアップ型 FD― 　 ―170
資料 3
